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令和 4年度予算見積調書(9月補正予算) 課室名:
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産業支援課
担当名: 経営革新支援担当

内線: 3903 (単位：千円)
会計

B2 中小企業事業再構築支援事業 一般会
計
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費

項
商工振興費 中小企業イノベーション支援事業費

番号 事業名

事 業
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令和 3年度～ 根 拠
法 令

中小企業基本法、中小企業等経営強化法

款

針路 11
令和 5年度 分野施策 1102

１　事業概要 ５　事業説明
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　県内中小企業を取り巻く状況は、新型コロナ、エネル
ギー価格、物価高騰等の影響を受け厳しい状況である。
　その中で、国の事業再構築補助金ではグリーン分野（
資源循環関連等）での事業再構築を通じて高い成長を目
指す中小企業を支援する補助金を開始したが、その補助
要件は厳しいものとなっている。
　そこで、県内中小企業のグリーン成長戦略「実行計画
」14分野への新たな進出を支援するため、県内中小企業
が取り組みやすい県独自の補助金を創設する。
　また、デジタル技術に係る計画の実行にかかる費用に
ついても引き続き補助を実施する。
ア　経営革新グリーン分野進出支援事業　 157,280千円
イ　経営革新デジタル活用支援事業　　　　56,290千円

（１）事業内容
　　ア　経営革新グリーン分野進出支援事業（新規・繰越明許費設定）　157,280千円
　　　　エネルギー価格の高騰等の影響を受けにくい経営体質に転換するため、グリーン成長戦略「実行計画」14分野へ
　　　新たに進出しようとする事業者に対し、計画実行にかかる費用を補助する。（令和4年度に経営革新計画の承認を
　　　受けた事業者を対象とする。）

　　イ　経営革新デジタル活用支援事業（追加・繰越明許費設定）　56,290千円
　　　　新型コロナやエネルギー価格・物価高騰等の影響を受けにくい経営体質に転換するため、デジタル技術を活用し
　　　た新たなチャレンジを行おうとする事業者に対し、計画実行にかかる費用を補助する。（令和4年度下半期に経営
　　　革新計画の承認を受けた事業者を新たに対象に加える。）
　
（２）事業計画
　　ア　経営革新グリーン分野進出支援事業補助
　　 (ｱ)　補助対象者：県内中小企業者等
　　 (ｲ)　補助額：50万円～500万円　　補助率：2分の1
　
　　イ　経営革新デジタル活用支援事業補助
　　 (ｱ)　補助対象者：県内中小企業者等
　　 (ｲ)　補助額：50万円～150万円　　補助率：2分の1

　　※　年度内に交付決定を受けた事業者のうち補助事業の着手・完了・支払が年度内に終了しない事業者が多いため、
　　　繰越明許費を設定。

（３）事業効果
　　　県内企業を社会環境の変化に影響を受けづらい、高い生産性を持った経営体質に転換するとともに、今後成長が見
　　込まれるグリーン成長戦略「実行計画」14分野へ進出する中小企業を創出する。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　中小企業診断士等の専門家、金融機関、商工団体職員と連携して支援する。

２　事業主体及び負担区分
新型コロナウイルス感染症対策推進基金繰入金
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×1.0人＝9,500千円
（増員）
会計年度任用職員　3,702千円　1.0人×29時間／週

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金 繰 入 金

決定額 213,570 213,570

現計額 231,216 231,216 0

― 産業労働部 B2 ―

稼げる力の向上

0 444,786

変化に向き合う中小企業・小規模事業者の支援



 

事業名

単位事業名 予算額 157,280千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

報償費 1,440 ― 補助金事前審査意見書作成謝金 60社分

旅費 36 ― 審査員との打ち合わせ　1回分

需用費 307 ― 消耗品、補助金リーフレット印刷代

役務費 155 ― リーフレット送付代

委託料 5,292 ― 申請・実績報告受付業務委託

使用料及び賃借料 50 ― 会議室使用料　1回分

負担金、補助及び交付金 150,000 ― 県内中小企業者等　補助額50万円～500万円、60社分

合計 157,280 ―

事業内訳書

中小企業事業再構築支援事業

経営革新グリーン分野進出支援事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 56,290千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

報償費 1,200 ― 補助金事前審査意見書作成謝金 50社分

旅費 30 ― 審査員との打ち合わせ　1回分

需用費 307 ― 消耗品、補助金リーフレット印刷代

役務費 155 ― リーフレット送付代

委託料 4,598 ― 申請・実績報告受付業務委託

負担金、補助及び交付金 50,000 ― 県内中小企業者等　補助額50万円～150万円、50社分

合計 56,290 ―

主な内容

経営革新デジタル活用支援事業


